
 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

個人番号を取得する際には、利用目的を特定し明示する必要があります 

・たとえば、源泉徴収のために取得した個人番号は、源泉徴収に関する事務に必要な限度での

み利用可能です。 

・なお、従業員から個人番号を取得する際に、源泉徴収や雇用保険・健康保険・厚生年金保険

の手続きなど、利用目的を包括的に明示して取得し、利用することは差し支えありません。             

 注．利用目的を後から追加することはできません。 

成りすまし防止のためにも、本人確認を厳格に行う必要があります 

・本人確認では、①正しい番号であることの確認（番

号確認）と、②手続を行っている者が番号の正しい

持ち主であることの確認（身元確認）を行うことと

されています。所定のルールに従って行う必要があ

り、原則として、右のように行うこととされていま

す（政府資料）。 

・対面だけでなく、郵送、オンライン、電話により個

人番号を取得することができますが、その場合にも、

所定のルールに従った番号確認と身元確認が必要

となります。 

・本人確認は、個人番号の提供を受ける都度、行う必

要があります。たとえば、従業員から個人番号を記載した扶養控除等申告書を毎年提出してもらう場合、本

人確認も毎回行う必要があります。ただし、２回目以降の番号確認は、初回に本人確認を行って取得した個

人番号の記録と照合する方法でも構いません。また、身元確認については、雇用関係にあることなどから本

人に相違ないことが明らかに判断できると認めるときは、身元確認のための書類の提示は必要ありません。 
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 マイナンバー制度のスタートに備えて 

 

連載トピックス 

企業が個人番号を取り扱う上では、取得、利用・提供、保管・廃棄、安全管理措置を適切に実施す

る必要があります。今回は、個人番号の取得にスポットを当てます。 

企業が個人番号を取り扱う上での注意点/取得編 

 

疑 問：従業員の扶養家族の個人番号を取得するときは、扶養家族の本人確認も行わなければならないのか？ 

回 答：扶養家族の本人確認は、各制度の中で扶養家族の個人番号の提供が誰に義務づけられているのかによって 

異なります。 

 たとえば、扶養控除等申告書については、従業員が、企業に提出することとされているため、従業員が、その扶

養家族の本人確認を行う必要があります（企業側が、扶養家族の本人確認を行う必要はありません）。 

一方、国民年金の第３号被保険者の届出については、従業員の配偶者本人が企業に対して届出を行う必要が

ありますので、企業側が当該配偶者の本人確認を行う必要があります。通常は従業員が配偶者に代わって事業

主に届出をすることが想定されますが、その場合は、従業員が配偶者の代理人として個人番号を提供することとな

りますので、企業は代理人から個人番号の提供を受ける場合の本人確認を行う必要があります。なお、配偶者か

ら個人番号の提供を受けて本人確認を行う事務を事業者が従業員に委託する方法も考えられます。 

http://server01/scripts/cbag/ag.exe?page=MailSend&text=sr%40tsuchihashi%2Dsiki%2Ecom


 

 

 

 

 

 

 

    

 

 

 

 

 

「長時間労働の削減に向けて」では、「長時間労働の削減に向けて、あなたの会社の取組内容を、チェック

してみましょう」とした上で、これらの取組をしていない場合のリスクを示しています。 

＜チェック項目＞ 

□ 36協定は限度基準などに適合したものとなっていますか？ 

□ 労働時間を適正に把握していますか？ 

□ 年次有給休暇の取得を促進していますか？ 

□ 産業医や衛生管理者などを選任していますか？ 

□ 衛生委員会などを設置していますか？ 

□ 健康診断や健康診断結果に基づく適切な事後措置などを 
実施していますか？ 

□ 長時間にわたる時間外・休日労働を行った労働者に対し 
医師による面接指導などを実施していますか？ 

＜上記の取組をしていない場合のリスク＞ 

◆ 労働基準監督署による書類送検  ◆ 労働基準監督署による労災認定 

◆ 民事訴訟による多額の賠償金の支払請求 〔上図（リーフレットより抜粋）参照〕                       

 
 
 

 

 
あとがき◆つちはし事務所より 

☆ 10 月から手元に届くマイナンバー、12 月からスタートするストレスチェックなど、今年は法改正の話題が目白

押しです。ストレスチェックは、職場のメンタルヘルスの向上を目的として行われますが、それと深い関係がある

のが上記の長時間労働。今年の労働基準監督署の重点調査項目です。長時間労働で生産性を上げるのは昭

和の話、現在は残業を減らして生産性を上げる時代です。上記チェック項目の内容が気になる、残業を減らして

生産性を上げたいというご相談については、つちはし事務所までお問い合わせ下さい。   

☆ もう手に取っていただけましたでしょうか？ 県内の介護事業所と介護に関する事業展開をして 

いる事業所を紹介するフリーペーパー「介護ナビとくしま」。7 月 27 日大安吉日に創刊号が発行 

   されました。お客様には秋の送付物発送の際に一緒にお送りする予定ですが、「早く欲しい！」 

   とご希望の方はつちはし事務所までご連絡ください。平惣書店など県内主要書店やタクトなどの 

   主要ショッピングセンターでも配布しています。介護の情報が知りたい方、ぜひご利用ください。 

 
発行：つちはし社会保険労務士事務所 TEL 088-611-5558 FAX 088-611-5580 

全国展開する靴小売店の運営会社が、東京都内の２店舗で従業員に違法な長時間残

業をさせた＊として、「東京労働局過重労働撲滅特別対策班（通称「かとく」）」は、

労働基準法違反容疑で、同社労務担当取締役と店舗責任者の２人を東京地検に書類送

検しました。「かとく」はブラック企業対策のため、本年４月、東京と大阪の両労働

局に設置された特別対策班ですが、書類送検は本件が初めてとなりました。 

長時間労働の削減に向けた取り組み内容を点検しましょう！ 

 

トピックス 

 

「長時間労働の削減に向けて」の概要 

厚生労働省では、上記書類送検の少し前に「長時間労働の削減に向けて」という

リーフレットを作成し、公表していたところであり、長時間労働の是正が政府の重

要政策であることがうかがえます。以下で、そのリーフレットの概要を紹介します。 

＊「かとく」によると、法定労働時間や労使協定で定めた上限を超え、従業員計４人に対し、月約 97

～112 時間の残業をさせた疑い。同社では過去にも長時間の残業が行われ、東京労働局は平成 25 年に

是正を勧告したが、改善がみられなかったとのことです。 

 

 

☆チェック項目は、労働基準法、労働安全衛生法などが遵守されているか否かを判断するためのものとなっ

ています。その詳細につきましては、気軽にお尋ねください。 

 

 


